
県独自措置の対応 
 

区 分 県独自措置（現行） 県独自措置(時短要請等解除) 

区  域 全 域 全 域 

期  間 令和３年 10 月１日(金)から 10月 21 日(木)まで(21 日間) 令和３年 10 月 22 日(金)から 

外出自粛等 

〔特措法第 24 条第９項〕 
・日中も含めた不要不急の外出の自粛を要請 
 
・外出する必要がある場合にも極力家族など少人数で、混雑している

場所や時間を避けて行動することを要請 
・感染が拡大している地域への不要不急の移動の自粛を要請  
・帰省や旅行･出張など都道府県間の移動は､３密の回避を含め基本

的な感染対策を徹底 
・感染対策が徹底されていない飲食店等や営業時間短縮の要請に応

じていない飲食店等の利用を厳に控えることを要請 
・酒類を購入し、店舗の店先･路上･公園等での飲酒など、感染リスク

が高い行動の自粛を要請 

〔特措法第 24 条第９項〕 
・３密の回避、人と人との距離の確保のほか、マスク着用、手洗い等

の基本的な感染対策の徹底を要請 
・極力家族など少人数で、混雑している場所や時間を避けて行動する

ことを要請 
・感染が拡大している地域への不要不急の移動の自粛を要請  
・帰省や旅行･出張など都道府県間の移動は､３密の回避を含め基本

的な感染対策を徹底 
・感染対策が徹底されていない飲食店、カラオケ店等の利用を厳に控

えることを要請 
・｢新型コロナ対策適正店認証｣認証店舗利用の推奨 
・酒類を購入し、店舗の店先･路上･公園等での飲酒など、感染リスク

が高い行動の自粛を要請 

飲 食 店 

遊興施設(*1) 

結婚式場(*1) 

【全県】 
〔特措法第 24 条第９項〕 
○時短要請等 
〈｢新型コロナ対策適正店認証制度｣認証店舗(申請中(*3)を含む)〉 
・5時～21時の営業時間短縮を要請 
・酒類提供(*4)は 11時～20時 30分とすることを要請 
〈上記以外の非認証店舗〉 
・5時～20時の営業時間短縮を要請 
・酒類提供(*4)は自粛を要請。ただし､｢一定の要件｣(*5)を満たす場
合は 11 時～19時 30 分とすることを要請 

・｢新型コロナ対策適正店認証｣取得の推奨 
（共 通） 
○感染対策の徹底を要請 
・飲食以外の会話時のマスク着用の徹底。来店者のマスク着用が徹
底されない場合に、店側が着用を促しても応じてもらえない場合
には退店の依頼を要請 

・飲食を主たる業としている店舗及び結婚式場でのｶﾗｵｹ設備の利
用自粛を要請(ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ等､個室において､主としてｶﾗｵｹ設備を
提供する施設を除く｡) 

【全県】 
 
 
〈｢新型コロナ対策適正店認証制度｣認証店舗〉 
・同一ﾃｰﾌﾞﾙ 4人以内(*6)、短時間(2時間程度以内)での飲食の協力依頼 
 
〈上記以外の非認証店舗〉〔特措法第 24条第９項〕 
・酒類提供(*4)の場合は､｢一定の要件｣(*5)を満たすことを要請 
・同一ﾃｰﾌﾞﾙ 4人以内(*6)、短時間(2時間程度以内)での飲食を要請 
・｢新型コロナ対策適正店認証｣取得の推奨 

 
（共 通） 
○感染対策の徹底を要請〔特措法第 24 条第９項〕 
・飲食以外の会話時のマスク着用の徹底。来店者のマスク着用が徹
底されない場合に、店側が着用を促しても応じてもらえない場合
には退店の依頼を要請 

・ｶﾗｵｹ設備利用の場合、利用者の密の回避、換気の確保など、感染対
策の徹底を要請 

多数利用施設 
 
〔特措法施行令 
第 11 条〕 

 
④劇場、観覧場、映
画館、演芸場 

⑤集会場、公会堂 
⑥展示場 
⑦百貨店、ﾏｰｹｯﾄそ
の 他 の 物 品 販 売
業を営む店舗(生
活必需物資売場を
除く) 

⑧ホテル又は旅館
(集会の用に供す
る部分) 

⑨運動施設、遊技
場 

⑩博物館、美術館 
⑪遊興施設(*2) 

⑫ｻｰﾋﾞｽ業(生活必

需ｻｰﾋﾞｽを除く)を

営む店舗 

【全県】 

〔特措法第 24 条第９項等〕 

〈多数利用施設〉 

種類･施設例 要請内容 

遊技施設 
[ﾏｰｼﾞｬﾝ店、ﾊﾟﾁﾝｺ屋
等] 

 
・21 時までの営業時間短縮の協力依頼 
・人数管理､人数制限､誘導等の入場者の整理等の実
施を要請 

・酒類提供は､11時～20時 30分とすることを要請 
(｢一定の要件｣(*5)を満たすこと)｡ただし､施設
内の飲食店等の取扱いは､｢飲食店･遊興施設･結
婚式場｣に対する要請内容に準じること 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 

遊興施設 
[個室ビデオ店、場外馬
券売場等] 

商業施設(生活必需
物資を除く) 

サービス業(生活
必需サービスを除く) 

 

〈イベント関連施設〉 

種類･施設例 要請内容 
劇場、映画館等 
[劇場、観覧場、演芸場、
映画館、ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ等] 

 
・21 時までの営業時間短縮の協力依頼 
・ｲﾍﾞﾝﾄ開催制限の要件を準用した施設の運用を要請 
・人数管理､人数制限､誘導等の入場者の整理等の実
施を要請 

・酒類提供は､11時～20時 30分とすることを要請 
(｢一定の要件｣(*5)を満たすこと)｡ただし､施設
内の飲食店等の取扱いは､｢飲食店･遊興施設･結
婚式場｣に対する要請内容に準じること 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 

集会・展示施設 
[集会場、公会堂、展示
場、貸会議室等] 
ホテル・旅館 
(集会の用に供する部分) 
運動・遊技施設 
[体育館、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ
場、ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、野球
場、ゴルフ場、ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ、
遊園地等] 
博物館等 

 

【全県】 

〔特措法第 24 条第９項〕 

〈多数利用施設〉 

種類･施設例 要請内容 

遊技施設 
[ﾏｰｼﾞｬﾝ店、ﾊﾟﾁﾝｺ屋
等] 

 
 
・人数管理､人数制限､誘導等の入場者の整理等の実
施を要請 

・酒類提供(*4)の場合は､｢一定の要件｣(*5)を満た
すことを要請｡ただし､施設内の飲食店等の取扱
いは､｢飲食店･遊興施設･結婚式場｣に対する要請
内容に準じること 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 

遊興施設 
[個室ビデオ店、場外馬
券売場等] 

商業施設(生活必需
物資を除く) 

サービス業(生活
必需サービスを除く) 

 

〈イベント関連施設〉 

種類･施設例 要請内容 
劇場、映画館等 
[劇場、観覧場、演芸場、
映画館、ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ等] 

 
 
・ｲﾍﾞﾝﾄ開催制限の要件を準用した施設の運用を要請 
・人数管理､人数制限､誘導等の入場者の整理等の実
施を要請 

・酒類提供(*4)の場合は､｢一定の要件｣(*5)を満た
すことを要請｡ただし､施設内の飲食店等の取扱
いは､｢飲食店･遊興施設･結婚式場｣に対する要請
内容に準じること 

・業種別ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づく感染対策の徹底を要請 

集会・展示施設 
[集会場、公会堂、展示
場、貸会議室等] 
ホテル・旅館 
(集会の用に供する部分) 
運動・遊技施設 
[体育館、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ
場、ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、野球
場、ゴルフ場、ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ、
遊園地等] 
博物館等  

イベント 

〈国の開催基準を踏まえ決定〉※10/1～10/30 まで適用 

〔特措法第 24 条第９項等〕 
区 分 収容定員 人数上限 

大声での歓声・声援等がない
ことを前提としうるもの 

100％ 
以内 

5,000 人 又は 
収容定員の 50％以内
（≦10,000 人）の 
いずれか大きい方 

大声での歓声・声援等が想定
されるもの 

50％＊ 
以内 

 
（収容定員と人数上限のいずれか小さい方） 
＊異なるｸﾞﾙｰﾌﾟ間では座席を１席空け、同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ（５人以内） 
内では座席間隔を設けなくともよい。 

・21 時までの営業時間短縮の協力依頼 ※10/21 まで適用 

〈国の開催基準を踏まえ決定〉※10/31～適用 

〔特措法第 24 条第９項〕 
区 分 収容定員 人数上限 

大声での歓声・声援等がない
ことを前提としうるもの 

100％ 
以内 5,000 人 又は 

収容定員の 50％以内の 
いずれか大きい方 大声での歓声・声援等が想定

されるもの 
50％＊ 
以内 

 
（収容定員と人数上限のいずれか小さい方） 
＊異なるｸﾞﾙｰﾌﾟ間では座席を１席空け、同一ｸﾞﾙｰﾌﾟ（５人以内） 

内では座席間隔を設けなくともよい。 

出勤抑制 
〔特措法第 24 条第９項〕 
・｢出勤者数の７割削減｣を目指し､在宅勤務(ﾃﾚﾜｰｸ)､ﾃﾚﾋﾞ会議などの推

進を要請 

〔特措法第 24 条第９項〕 
・在宅勤務(ﾃﾚﾜｰｸ)､ﾃﾚﾋﾞ会議などの推進を要請 

*1 食品衛生法の飲食店営業の許可・喫茶店営業の許可を受けている施設 
*2 食品衛生法の飲食店営業の許可・喫茶店営業の許可を受けていない施設 
*3 令和３年９月 30 日までに県に認証の取得申請が行われ、今後認証される店舗。10 月 1 日以降に認証申請を行う店舗は認証取得日に認証店として取り扱う。 
*4 酒類提供は、利用者による酒類の店内持込みを含む 
*5 ｱｸﾘﾙ板等の設置（又は座席の間隔(1ｍ以上)の確保）､手指消毒の徹底､食事中以外のﾏｽｸ着用の推奨､換気の徹底､同一ｸﾞﾙｰﾌﾟの同一ﾃｰﾌﾞﾙへの入店案内は 4 人以内(同居

家族や介助者等を除く) 
*6 同一ｸﾞﾙｰﾌﾟの同一ﾃｰﾌﾞﾙへの入店案内は 4 人以内(同居家族や介助者等を除く) 

令和３年 10 月 19 日 


